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串本町受援計画 令和６年３⽉ 概要版

第１章 総則
本町に甚⼤な被害をもたらすと想定される南海トラフ巨⼤地震では、津波⾼が⾼く、被害が町沿

岸部広域に及ぶ⼀⽅で、県の最南端に位置する串本町には、県北部や他地域からの応援が迅速に到

着しないことが懸念されます。その中で⼈命救助や

応急復旧活動、被災者からの膨⼤なニーズへの対応

等が求められるといった状況が予想されます。

職員や庁舎の被災により⾏政機能が低下する中で

膨⼤な災害対応業務を⾏うため、町職員の対応や町

の備蓄物資だけでは限界があり、国や他⾃治体、⺠

間団体等からの⼈的応援をできるだけ早期かつ円滑

に受け⼊れ、最⼤限活⽤することが求められます。

そこで、効果的な受援体制の構築を⽬的とし、応

援要請の流れや受⼊体制等を定めた「串本町受援計

画」（以下「本計画」という。）を策定しました。

本計画は、串本町地域防災計画を上位計画とし、

串本町業務継続計画との関連を踏まえて策定してい

ます。

第２章 応援の受⼊計画
受援内容の取りまとめや調整を⾏うため、町に『受援調整会議』を設置するとともに、災害対策

本部各班に班・課内の⼈的応援を調整する窓⼝職員（『受援担当』職員）を配置するものとし、受援

調整会議との連絡調整を⾏う体制を構築します。

受援計画本編では、他⾃治体や防災関係機関、協定企業等の連絡先、各協定の町の運⽤担当につ

いても整理を⾏い、掲載しています。

図２ 本町の受援体制
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第３章 人的応援の受入手順
以下の手順で人的応援の受入を⾏います。

表１ 人的応援受入の流れ
各班（受援担当） 受援調整会議 本部⻑

受援

体制

確⽴

【各班・班⻑】

受援調整会議へ受援担当を報告

【本部事務局班・ 総務班、物資調達班、企画財政班・

班⻑】 各班⻑を招集。各班に受援担当照会

【受援調整会議】 受援体制表を作成

【本部⻑】

受援調整会議

の設置を決定

応援

要請

【各班・班⻑】

応援要請の必要性を判断

【受援担当】

応援要請書作成、受援調整会議へ提出

※人命救出・応急救護、交通の確保、

飲料⽔の供給、上下⽔道の応急復旧、

災害廃棄物の処理等、緊急の応援が必

要な場合は、受援調整会議での調整を

経ずに直接各班から応援要請を⾏う。

個別の応援を要請する場合

【受援担当】

応援要請の実施

要請後、受援調整会議に報告

【本部事務局班・班⻑】各班・班⻑に応援要請の要否照会

要請の集約

【総務班・班⻑】⇒人的支援

【物資調達班・班⻑】⇒物的支援

【企画財政班・班⻑】⇒ボランティア

【受援調整会議】応援要請の要否検討、応援要請先調整

【本部事務局班・班⻑】要請内容を確定し本部へ具申

【受援調整会議】

各班へ応援要請決定の連絡

広域的な応援が必要な場合 ボランティア要請

【総務班・班⻑】 （専門ボランティアは各班対応）

応援要請の実施 【企画財政班・班⻑】

一般ボランティアの要請内容を

ボランティアセンターに報告

【総務班・班⻑】

応援受入へ続く 不⾜する場合は優先度の調整

【受援調整会議を構成する各班⻑】

各班等の応援要請の取りまとめ

【本部⻑】

応援要請の

決定

応援

受入

(人的

支援)

【応援業務の担当班】

応援団体受入準備

（応援職員等の到着）

【受援担当】

受援状況の報告（随時）、

受入報告書の作成

応援職員の交代・引継ぎ時

【受援担当】

事務引継書の作成・報告

応援要請・受⼊報告書の更新・報告

【総務班・班⻑】

各班の受入状況（応援職員の活動状況）の集約

【本部事務局班・班⻑】

本部会議へ応援職員の活動状況の報告

【本部⻑】

応援職員の受

入・活動状況

把握

受援

終了

【各班・班⻑】受援終了の判断

【受援担当】 受援終了を報告 【総務班・班⻑】各班の受⼊報告書にて受援終了を確認

【本部事務局班・班⻑】 受援終了状況を随時本部へ報告

【本部事務局班・班⻑】 全ての受援終了時に本部へ報告

【本部⻑】

終了状況把握

【本部⻑】

受援体制終了

決定
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また、優先的に人的応援を受け入れて実施すべき業務（表２）に係る各業務分類に含まれる業務を

受援対象とし、受援体制や業務内容等を取りまとめた受援計画シート（図３参考）を作成しました。

表２ 優先的に⼈的応援を受け⼊れて実施すべき業務⼀覧
No 業務分類 主な業務内容

1 避難所運営 避難所運営マニュアルに基づく避難所運営全般

2 物資輸送拠点運営 救援物資の輸送拠点等で救援物資の受入れ・保管・仕分け・払出し

3 救援物資の輸送 救援物資の輸送拠点等から各避難所までの輸送

4
被災建築物応急危険度判定・
被災宅地危険度判定

⼆次災害防⽌のため、被災した建築物や宅地の危険度を判定

5 住家被害認定調査 被災した住家を巡回し、被害の程度を判定

6 り災証明交付 り災証明書の交付

7 道路啓開 町道啓開作業

8 災害廃棄物処理 災害廃棄物仮置場の設置や運営、収集運搬や処分

9 給水支援 応急給水の実施

10 上⽔道復旧 ⽔道復旧作業

11 下⽔道復旧 下⽔道復旧作業

12 健康・保健活動 避難所等での医療救護活動、保健予防活動、⽣活環境衛⽣対策の実施

13 要配慮者への支援
福祉避難所の開設、在宅要配慮者への⽀援、外国⼈への情報・物資
提供

14 し尿処理 し尿等の収集運搬及び処分

15 ため池緊急点検 国要領に基づく緊急点検作業

16 支援窓口
義援⾦、被災者⽣活再建⽀援⾦、⾒舞⾦、弔慰⾦、農業・商⼯業等
への融資等の窓口対応や関連事務

17
ボランティアの受入・ボラン
ティアセンター支援

一般ボランティアに係る町社会福祉協議会との連絡調整や活動支援

18 遺体安置所運営及び広域火葬 遺体安置所の設置及び運営並びに広域火葬に係る調整及び作業

19 仮設住宅
応急仮設住宅の建設に係る業務、賃貸型住宅の確保、住宅への⼊居
手続き

20 帰宅困難者対策 帰宅困難者への情報・物資の提供

21
農業⽔利施設・漁業施設等の
応急復旧

農業用施設等及び農地、漁港施設及び漁港関連施設の被害調査

図３ 受援計画シート
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第４章 物的応援の受⼊計画
災害発⽣後３⽇⽬までは、１⽇分を住⺠⾃⾝が、１⽇分を本町が、１⽇分を県が備蓄するという

和歌⼭県の「地震災害対策のための備蓄基本⽅針」に基づき、それぞれが備蓄している物資を被災

者へ供給することで対応することとしています。

災害対策本部・物資調達班が、物的応援受⼊れに関する情報の集約、避難所班を通じた避難所ニ

ーズの把握から協定企業等への要請や調整、各課との連絡調整等を主導的に実施します。

また、他機関から提供される救援物資を円滑に受け⼊れるため、物資集積拠点施設（２次拠点施

設）を選定しています。

表３ ２次物資拠点⼀覧

名称

（住所）

管理者

（連絡先）

搬入可能

面積
対応可能⾞両 備考

串本町 B＆G海洋センタ－

（サンゴ台 1060-42）
串本町⻑ 1,675 ㎡

⼤型⾞両

侵入可能

指定管理者（運⽤⾯）は

スポーツクラブ NAS

株式会社

上野山防災倉庫

（上野山 291-1）
串本町⻑ 497 ㎡

⼤型⾞両

侵入可能
防災⾏政無線は可搬型

第５章 物的応援の受⼊⼿順
避難所から物資調達班への要請や物資調達班から県への要請、備蓄物資保管場所への物資払出指

⽰や２次物資拠点への物資搬⼊時間及び払出指⽰は、原則として内閣府が整備している物資調達・

輸送調整等⽀援システム（以下「国システム」という。）を⽤いて⾏います。

なお、協定企業等やトラック協会への要請など、国システムによる管理が及ばない業務や、国シ

ステムが使⽤不能となった場合には、別途様式を⽤いて要請を⾏います。

図４ 物資供給の⼿順

個⼈から提供される義援物資は、受⼊れや仕分け等に膨⼤な労⼒や時間を要し、救援物資供給効

率の低下の⼀因となるため、原則として受け⼊れないものとし、これは全庁的な統⼀事項として、

積極的に外部へ広報します。

⼀⽅、企業や団体から提供される義援物資は、ロット数や品⽬を確認の上、救援物資供給効率を

低下させることがないよう、必要性が⾼い場合に限定して受け⼊れるものとします。
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